
市町村国保の概要
○ 市町村国保とは、他の医療保険に加入していない住民を被保険者とする、国民皆保険制度の基礎である。 （1,717保険者）

○ 被保険者数： 約3,520万人

・ 昭和30年代は農林水産業者、自営業者が中心 → 現在は非正規労働者や年金生活者等の無職者が７割を占める。

・ 平均年齢： 50.0歳

○ 保険料： 全国平均で、一人当たり年額8.2万円 （平成23年度）

・ 実際の保険料は、各市町村が医療費水準等を勘案して定めている。

※ また、各都道府県内の全市町村は、財政の安定化や医療費水準・保険料水準の平準化のため、一定額以上の医療

費を共同で負担する事業（保険財政共同安定化事業）を実施している。

財源構成

医療給付費 … 総額で約11.4兆円

○ うち、約3.5兆円は、被用者保険からの交付金
(65歳～74歳の医療費について、被用者保険も含め、保険者間で財政調整)

○ 残りの約8兆円について、

・ 公費50％、保険料50％を原則としつつ、

・ 更に、低所得者の保険料軽減措置への財政支援等として、

約7,400億円の公費を追加投入（→ 結果、公費は約60％）

（参考）

○ 「調整交付金」

・ 市町村間の財政力の不均衡を調整するためや、災害など地域的な特殊

事情を考慮して交付

○ 「財政基盤強化策」

・ 高額な医療費（１件80万円超）や、低所得者が多い市町村国保への財

政支援（高額医療費共同事業、保険者支援制度）

○ 「財政安定化支援事業」
・ 市町村国保財政の安定化、保険料平準化のため地方財政措置

（平成26年度予算ベース）

定率国庫負担

（32％）

2兆4,400億円

国調整交付金

（9％）

7,600億円

都道府県
調整交付金

（約9％）
6,900億円

財政基盤強化策
2,700億円

保険料

3兆2,000億円

うち
法定外一般会計繰入

3,500億円

保険料軽減制度
4,700億円

前
期
高
齢
者
交
付
金

3兆5,000億円

保険料50％ 公費50％

医療給付費等総額：約11兆4,100億円
財政安定化支援事業

1,000億円
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科 目 平成23年度 平成24年度

単
年
度
収
入

保 険 料 (税) 30,411 30,634

国 庫 支 出 金 34,353 32,757
療養給付費交付金 7,174 7,755

前期高齢者交付金 29,569 32,189

都道府県支出金 8,956 10,570

一般会計繰入金 (法定分) 4,282 4,230

一般会計繰入金 (法定外) 3,903 3,882
共同事業交付金 14,767 15,331

直診勘定繰入金 2 1

そ の 他 416 414

合 計 133,832 137,762

単
年
度
支
出

総 務 費 1,891 1,835
保 険 給 付 費 90,820 92,149

後期高齢者支援金 15,915 17,442

前期高齢者納付金 47 19

老人保健拠出金 7 3
介 護 納 付 金 6,887 7,407

保 健 事 業 費 968 1,018

共同事業拠出金 14,752 15,317

直診勘定繰出金 47 46

そ の 他 1,477 1,954

合 計 132,812 137,188

単年度収支差引額（経常収支） 1,020 574

国庫支出金精算額 ▲534  ▲94  

精算後単年度収支差引額 (A) 487  480  

決算補填等のための一般会計繰入金 (B) 3,509 3,534 億円

実質的な単年度収支差 （A）-（B） ▲3,022 ▲3,053 億円

前年度繰上充用金（支出） 1,527 1,190

（出所）国民健康保険事業年報、国民健康保険事業実施状況報告書
（注１）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び老人保健拠出金は、当年度概算額と前々年度精算額を加えたもの。
（注２）「決算補填等のための一般会計繰入金」とは、収入の「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補填等を目的とした額。
（注３）翌年度に精算される国庫負担等の額を調整。
（注４）決算補填等のための一般会計繰入金（Ｂ）は、平成21年度から東京都財政調整交付金分を含めた計算となっている。

市町村国保の収支状況

（億円）
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単年度収支・一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入の推移（市町村国保）

（億円）

○ 単年度の収支は恒常的に赤字であり、決算補填等のための一般会計繰入も恒常的に生じている。

（出所） 国民健康保険事業年報、国民健康保険事業実施状況報告書

（注１） 「決算補てん等のための一般会計繰入金」とは、「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補てん等を目的とした額。
平成21年度から東京都の特別区財政調整交付金のうち決算補てん目的のものを含む。

（注２） 単年度収支差引額は実質的な単年度収支差引額であり各年度いずれも赤字額。
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２．市町村国保の抱える課題

国民健康保険について
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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・ 65～74歳の割合：国保（３２．５％）、健保組合（２．６％）
・ 一人あたり医療費：国保（３１．６万円）、健保組合（１４．４万円）

② 所得水準が低い
・ 加入者一人当たり平均所得：国保（８３万円）、健保組合（２００万円（推計））
・ 無所得世帯割合：２３．７％

③ 保険料負担が重い
・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得

市町村国保（９．９％）、健保組合（５．３％） ※健保は本人負担分のみの推計値

④ 保険料（税）の収納率低下
・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２４年度 ８９．８６％
・最高収納率：９４．７６％（島根県） ・最低収納率：８５．６３％（東京都）

⑤ 一般会計繰入・繰上充用
・市町村による法定外繰入額：約３,９００億円 うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、

繰上充用額：約１,２００億円（平成２４年度）

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在
・１７１７保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４３０ （全体の１／４）

⑦ 市町村間の格差
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差 最大：3.1倍（東京都） 最小：1.2倍（富山県）
・ 一人あたり所得の都道府県内格差 最大：8.0倍（北海道） 最小：1.3倍（富山県）
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差 最大：2.9倍（東京都） 最小：1.3倍（富山県）

１．年齢構成

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 国保に対する財政支援の拡充

② 国保の運営について、財政支援の
拡充等により、国保の財政上の構造的
な問題を解決することとした上で、

・ 財政運営を始めとして都道府県が

担うことを基本としつつ、

・ 保険料の賦課徴収、保健事業の

実施等に関する市町村の役割が

積極的に果たされるよう、
都道府県と市町村との適切な役割分担
について検討

③ 低所得者に対する保険料軽減措
置の拡充

市町村国保が抱える構造的な課題と
社会保障制度改革プログラム法における対応の方向性
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○ 自営業・農林水産業は、昭和40年代には約６割であったが、近年15％程度で推移。
○ 年金生活者等無職者の割合が大幅に増加するとともに、被用者は約２割から約３割に増加。

社会保障審議会 短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会 第２回
市町村国保の世帯主の職業別構成割合の推移

１．論点に関する補足説明資料

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
（注１）擬制世帯を含む。
（注２）平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設に伴い、無職の世帯割合が減少していることに留意が必要。
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市町村国保の被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」

被保険者数全体に占める、65歳から74歳までの割合が次第に増加し、平成24年度には32.9％となっている。

19.8 16.1 14.3 12.7 11.6 

18.9 
19.7 21.3 20.3 18.2 

41.7 
39.3 37.4 

36.7 
37.3 

19.7 
24.9 27.0 30.4 32.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成4年度 平成9年度 平成14年度 平成19年度 平成24年度

0歳～19歳 20歳～39歳 40歳～64歳 65歳～74歳

24



（注）１．「市町村国保」は、「国民健康保険事業年報」、「国民健康保険実態調査報告」による。
２．「協会けんぽ」及び「組合健保」は、「健康保険・船員保険事業年報」、「健康保険・船員保険被保険者実態調査報告」による。

市町村国保 協会けんぽ 組合健保
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平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

50.9%

高齢化率
39.9%

合計特殊
出生率
1.35

日本の人口の推移

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

63.8%
(2010)

23.0%
(2010)

1.39
(2010)

12,750万人

11,662

3,685

6,773

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」 26


